
○見附市設備投資応援補助金交付要綱 

平成２７年８月１４日 

告示第９４号 

改正 平成２９年３月２４日告示第３６号 

改正 平成３１年４月１１日告示第５６号 

改正 令和５年４月１８日告示第６９号 

改正 令和７年４月１日告示第７６号 

改正 令和７年１０月２７日告示第１３９号 

改正 令和８年３月３１日告示第６１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中小企業者の活力及び生産性の向上を図り、もって本市の

産業の活性化に資することを目的として、市内に事業所等を有する中小企業者

であって、事業の拡大又は高度化を図る目的で設備等を取得する者に対して、

予算の定めるところにより、見附市設備投資応援補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することにつき、見附市補助金等交付規則（昭和３４年見附市規

則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に

規定する中小企業者及び同条に規定する中小企業者を構成員とする団体で法

人格を有するものをいう。 

（２） 事業所等 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定す

る統計基準である日本標準産業分類に掲げる産業のうち、次のアからキに掲

げる産業の用に供する場所をいう。 

ア 大分類Ｅ－製造業 

イ 大分類Ｉ－卸売業、小売業のうち、中分類５６－各種商品小売業 

ウ 大分類Ｉ－卸売業、小売業のうち、中分類５７－織物・衣服・身の回り品

小売業 



エ 大分類Ｉ－卸売業、小売業のうち、中分類５８－飲食料品小売業 

オ 大分類Ｉ－卸売業、小売業のうち、中分類５９－機械器具小売業 

カ 大分類Ｉ－卸売業、小売業のうち、中分類６０－その他の小売業 

キ 大分類Ｍ－宿泊業、飲食サービス業のうち、中分類７６－飲食店 

（３） 設備等 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条第１号、 

第３号及び第７号に規定する資産であって、事業の用に直接供するものをい

う。 

（補助金の交付の対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

市内に事業所等を有し、市内で１年以上事業を営む中小企業者であって、市内

の事業所等に設備等を新たに取得（賃貸借を除く。）し、事業の拡大又は高度

化を図る事業とする。ただし国、県若しくは産業支援機関又は本市の他の制度

により補助金の交付を受けようとする同一の設備等を取得する事業は、補助対

象事業としない。 

（補助金の補助対象経費等） 

第４条 補助金の補助対象経費、交付要件、額及び限度額は、別表第１のとおり

とする。 

２ 補助事業者が別表第２のいずれかの加算区分に該当するときは、別表第１の

補助対象経費の補助額に当該補助率又は補助上限額を加算した補助額とする。 

（補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号による補助金交付申請

書に次の表に掲げる提出書類その他市長が必要と認める書類を添付して、同表

に定める申請期限内に市長に提出しなければならない。 

交付申請 申請期限 市長が別に定める日まで 

提出書類 （１） 事業計画書 

（２） 設備等の見積書（取得予定価額を明らかにす

る書類）及び明細書 

（３） 法人の登記事項証明書又は住民票の写し 

（４） 決算書（写し。３期分）又は確定申告書（写

し） 



（５） 市税の納税証明書又は領収証書（写し） 

（６） 金融機関確認書 

（７） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、補助対象事業の内容により必要がないと認める場合は、前項に定め

る書類の全部又は一部を省略させることができる。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があった場合は、これを

審査し、適当と認めるときは、予算の範囲内において補助金の交付決定を行

い、様式第２号による補助金交付決定通知書により申請者に通知するものとす

る。 

２ 前項の交付決定を受けた者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１） 補助対象事業を変更し、中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ市

長の承認を受けること。 

（２） 補助対象事業の実績は、事業完了後３０日以内又は補助金の交付決定

に係る年度の３月３１日のいずれか早い日までに報告をすること。 

（３） 事業に係る経理は、他の経理と区別して行うとともに、収入及び支出

を明らかにした帳簿並びに証拠書類を補助対象事業が完了した日の属する市

の会計年度の終了後５年間保存すること。 

（４） 補助対象事業により取得し、又は効用が増加した設備等は、当該補助

対象事業の完了後も台帳を設け、保管状況を明らかにするとともに、処分

（補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供することをいう。以下同じ。）してはならないこと。ただし、補助金

の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、あらかじめ市長

の承認を受けたとき又は当該補助対象事業が完了した日の属する市の会計年

度の初日から起算して、当該設備等の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表に規定する耐用年数をい

う。以下同じ。）を経過した日のいずれか早い日を経過したときはその限り

でない。 

（補助対象事業の変更） 



第７条 補助事業者は、補助対象事業を変更し、中止し、又は廃止する場合は、

あらかじめ様式第３号による補助対象事業変更承認申請書にその他市長が必要

と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、その変更

の内容が補助対象経費における経費の変更で、その経費が変更前の１０パーセ

ント以内の減額である場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適

当と認めるときは、様式第４号による補助対象事業変更承認通知書により補助

事業者に通知するものとする。 

（補助対象事業の実績報告） 

第８条 補助事業者は、様式第５号による補助金交付変更申請兼実績報告書に次

の表に掲げる提出書類その他市長が必要と認める書類を添付して、同表に定め

る報告期間内に市長に提出しなければならない。 

実績報告 報告期間 事業完了後３０日以内又は補助金の交付決定に係る年

度の３月３１日のいずれか早い日まで 

提出書類 （１） 事業報告書 

（２） 取得した設備等の領収書（取得価額を明らか

にする書類）及び明細書 

（３） 取得した設備等の納入日を明らかにする書類 

（４） 取得した設備等の保管状況を明らかにする書

類 

（５） 取得した設備等の写真 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告書の提出があった場合は、これを審査

し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を

確定し、様式第６号による補助金交付決定変更兼確定通知書により補助事業者

に通知するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付決定を取消し、補助金の交付を停止し、又は既に交付した補助金の全部



若しくは一部を返還させることができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（２） 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

（３） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４） その他条例、規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定の取消しをしたときは、様式第７号によ

る補助金交付決定取消通知書により補助事業者に通知するものとする。この場

合において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているとき

は、補助事業者に対し、様式第８号による補助金返還命令書により期限を定め

てその返還を命ずるものとする。 

（財産の処分の制限） 

第１１条 補助対象事業により取得し、又は効用が増加した設備等を処分しよう

とするときは、あらかじめ様式第９号による財産処分承認申請書にその他市長

が必要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適

当と認めるときは、別記様式第１０号による財産処分承認通知書により補助事

業者に通知するものとする。 

（報告又は調査） 

第１２条 市長は、補助金の交付に関し必要があるときは、補助事業者に対し、

報告を求め、又は当該職員をして調査させることができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第３６号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１日４月１１日から施行する。 



この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

この要綱は、公布の日から施行し、改正後の見附市設備投資応援補助金交付要

綱の規定は、令和７年１０月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


